
議案第８３号 

さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例及びさいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例及びさいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

平成２９年３月１６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例及びさいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例 

（さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部改正） 

第１条 さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（就労） （就労） 

第１７９条 ［略］ 第１７９条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、就労の機会の

提供に当たっては、利用者の就労に必要な知識及

び能力の向上に努めるとともに、その希望を踏ま

えたものとしなければならない。 

（賃金及び工賃） （賃金及び工賃） 

第１８０条 ［略］ 第１８０条 ［略］ 



２ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係

る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経

費を控除した額に相当する金額が、利用者に支払

う賃金の総額以上となるようにしなければならな

い。 

３ ［略］ ２ ［略］ 

４ ［略］ ３ ［略］ 

５ 第３項の規定により雇用契約を締結していない

利用者それぞれに対し支払われる１月当たりの工

賃の平均額は、３，０００円を下回ってはならな

い。 

４ 第２項の規定により雇用契約を締結していない

利用者それぞれに対し支払われる１月当たりの工

賃の平均額は、３，０００円を下回ってはならな

い。 

６ 賃金及び第３項に規定する工賃の支払いに要す

る額は、原則として、自立支援給付をもって充て

てはならない。ただし、災害その他やむを得ない

理由がある場合は、この限りでない。 

（運営規程） 

第１８４条の２ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、

指定就労継続支援Ａ型事業所ごとに、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する運営規程

を定めておかなければならない。 

 事業の目的及び運営の方針 

 従業者の職種、員数及び職務の内容 

 営業日及び営業時間 

 利用定員 

 指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係

るものを除く。）並びに支給決定障害者から受

領する費用の種類及びその額 

 指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係

るものに限る。）、賃金及び第１８０条第３項

に規定する工賃並びに利用者の労働時間及び作

業時間 

 通常の事業の実施地域 

 サービスの利用に当たっての留意事項 

 緊急時等における対応方法 

 非常災害対策 

 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた

場合には当該障害の種類 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

 前各号に掲げるもののほか、運営に関する重

要事項 

（準用） （準用） 

第１８５条 第１０条から第１８条まで、第２０条、

 第２１条、第２３条、第２４条、第２９条、第３

７条から第４２条まで、第５９条から第６２条ま

で、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７

５条から第７７条まで、第８８条から第９０条ま

第１８５条 第１０条から第１８条まで、第２０条、

 第２１条、第２３条、第２４条、第２９条、第３

７条から第４２条まで、第５９条から第６２条ま

で、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７

５条から第７７条まで、第８８条から第９４条ま



で、第９２条から第９４条まで、第１４６条、第

１４７条及び第１７１条の規定は、指定就労継続

支援Ａ型の事業について準用する。この場合にお

いて、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは

「第１８４条の２」と、第２１条第２項中「次条

第１項」とあるのは「第１８５条において準用す

る第１４６条第１項」と、第２４条第２項中「第

２２条第２項」とあるのは「第１８５条において

準用する第１４６条第２項」と、第５９条第１項

中「次条第１項」とあるのは「第１８５条におい

て読み替えて準用する次条第１項」と、「療養介

護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、

 第６０条中「療養介護計画」とあるのは「就労継

続支援Ａ型計画」と、第６１条中「前条」とある

のは「第１８５条において準用する前条」と、第

７７条第２項第１号中「第６０条第１項」とある

のは「第１８５条において読み替えて準用する第

６０条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは

「就労継続支援Ａ型計画」と、同項第２号中「第

５５条第１項」とあるのは「第１８５条において

準用する第２０条第１項」と、同項第３号中「第

６７条」とあるのは「第１８５条において準用す

る第９０条」と、同項第４号中「第７５条第２項

」とあるのは「第１８５条において準用する第７

５条第２項」と、同項第５号及び第６号中「次条

」とあるのは「第１８５条」と、第９４条中「前

条」とあるのは「第１８５条において準用する前

条」と読み替えるものとする。 

で、第１４６条、第１４７条及び第１７１条の規

定は、指定就労継続支援Ａ型の事業について準用

する。この場合において、第１０条第１項中「第

３２条」とあるのは「第１８５条において準用す

る第９１条」と、第２１条第２項中「次条第１項

」とあるのは「第１８５条において準用する第１

４６条第１項」と、第２４条第２項中「第２２条

第２項」とあるのは「第１８５条において準用す

る第１４６条第２項」と、第５９条第１項中「次

条第１項」とあるのは「第１８５条において読み

替えて準用する次条第１項」と、「療養介護計画

」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、第６

０条中「療養介護計画」とあるのは「就労継続支

援Ａ型計画」と、第６１条中「前条」とあるのは

「第１８５条において準用する前条」と、第７７

条第２項第１号中「第６０条第１項」とあるのは

「第１８５条において読み替えて準用する第６０

条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援Ａ型計画」と、同項第２号中「第５５

条第１項」とあるのは「第１８５条において準用

する第２０条第１項」と、同項第３号中「第６７

条」とあるのは「第１８５条において準用する第

９０条」と、同項第４号中「第７５条第２項」と

あるのは「第１８５条において準用する第７５条

第２項」と、同項第５号及び第６号中「次条」と

あるのは「第１８５条」と、第９１条中「第９４

条」とあるのは「第１８５条において準用する第

９４条」と、第９４条中「前条」とあるのは「第

１８５条において準用する前条」と読み替えるも

のとする。 

（さいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正   

） 

第２条 さいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成

２４年さいたま市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 



（運営規程） 

第７１条の２ 就労継続支援Ａ型事業者は、就労継

続支援Ａ型事業所ごとに、次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する運営規程を定めてお

かなければならない。 

 事業の目的及び運営の方針 

 職員の職種、員数及び職務の内容 

 営業日及び営業時間 

 利用定員 

 就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るも

 のを除く。）並びに利用者から受領する費用の

 種類及びその額 

 就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るも

  のに限る。）、賃金及び第７９条第３項に規定

  する工賃並びに利用者の労働時間及び作業時間

 通常の事業の実施地域（当該事業所が通常時

にサービスを提供する地域をいう。） 

 サービスの利用に当たっての留意事項 

 緊急時等における対応方法 

 非常災害対策 

 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた

  場合には当該障害の種類 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

 前各号に掲げるもののほか、運営に関する重

要事項 

（就労） （就労） 

第７８条 ［略］ 第７８条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 就労継続支援Ａ型事業者は、就労の機会の提供

に当たっては、利用者の就労に必要な知識及び能

力の向上に努めるとともに、その希望を踏まえた

ものとしなければならない。 

（賃金及び工賃） （賃金及び工賃） 

第７９条 ［略］ 第７９条 ［略］ 

２ 就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事

業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を

控除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃

金の総額以上となるようにしなければならない。

３ ［略］ ２ ［略］ 

４ ［略］ ３ ［略］ 

５ 第３項の規定により雇用契約を締結していない

利用者それぞれに対し支払われる１月当たりの工

賃の平均額は、３，０００円を下回ってはならな

い。 

４ 第２項の規定により雇用契約を締結していない

利用者それぞれに対し支払われる１月当たりの工

賃の平均額は、３，０００円を下回ってはならな

い。 

（準用） （準用） 



第８４条 第８条、第９条、第１３条から第１９条

まで、第２４条から第２６条まで、第２８条から

第３２条まで、第３４条、第４１条、第４５条か

ら第４９条まで及び第５３条の規定は、就労継続

支援Ａ型の事業について準用する。この場合にお

いて、第９条第２項第１号中「第１７条第１項」

とあるのは「第８４条において読み替えて準用す

る第１７条第１項」と、「療養介護計画」とある

のは「就労継続支援Ａ型計画」と、同項第２号中

「第２８条第２項」とあるのは「第８４条におい

て準用する第２８条第２項」と、同項第３号中「

第３０条第２項」とあるのは「第８４条において

準用する第３０条第２項」と、同項第４号中「第

３２条第２項」とあるのは「第８４条において準

用する第３２条第２項」と、第１６条第１項中「

次条第１項」とあるのは「第８４条において読み

替えて準用する次条第１項」と、第１７条中「療

養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画

」と、第１８条中「前条」とあるのは「第８４条

において準用する前条」と読み替えるものとする。

第８４条 第８条、第９条、第１３条から第１９条

まで、第２４条から第２６条まで、第２８条から

第３２条まで、第３４条、第３６条、第４１条、

第４５条から第４９条まで及び第５３条の規定は、

 就労継続支援Ａ型の事業について準用する。この

場合において、第９条第２項第１号中「第１７条

第１項」とあるのは「第８４条において読み替え

て準用する第１７条第１項」と、「療養介護計画

」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、同項

第２号中「第２８条第２項」とあるのは「第８４

条において準用する第２８条第２項」と、同項第

３号中「第３０条第２項」とあるのは「第８４条

において準用する第３０条第２項」と、同項第４

号中「第３２条第２項」とあるのは「第８４条に

おいて準用する第３２条第２項」と、第１６条第

１項中「次条第１項」とあるのは「第８４条にお

いて読み替えて準用する次条第１項」と、第１７

条中「療養介護計画」とあるのは「就労継続支援

Ａ型計画」と、第１８条中「前条」とあるのは「

第８４条において準用する前条」と読み替えるも

のとする。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 


